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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動局との間で、異なる搬送周波数の主キャリア及び補助キャリアを用いて通信するこ
とができるように構成されている無線基地局であって、
　各キャリアに対応する移動局の数を管理するように構成されている管理部と、
　前記移動局の数に基づいて、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移動局の主キャリア及び補助キャリアの
少なくとも一方においてスケジューリング処理を行うように構成されているスケジューリ
ング部とを具備し、
　前記スケジューリング部は、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局の主キャリア及び補助キャリアに対応する移動局の数が所定閾値よりも多いと
判定した場合、該スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移
動局の主キャリアのみにおいてスケジューリング処理を行うように構成されており、
　前記スケジューリング部は、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局の主キャリア及び補助キャリアに対応する移動局の数が前記所定閾値よりも少
ないと判定した場合、該スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対
象の移動局の主キャリア及び補助キャリアの各々において別々にスケジューリング処理を
行うように構成されていることを特徴とする無線基地局。
【請求項２】
　移動局との間で、異なる搬送周波数の主キャリア及び補助キャリアを用いて通信するこ
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とができるように構成されている無線基地局であって、
　各キャリアに対応する移動局の数を管理するように構成されている管理部と、
　前記移動局の数に基づいて、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移動局の主キャリア及び補助キャリアの
少なくとも一方においてスケジューリング処理を行うように構成されているスケジューリ
ング部とを具備し、
　前記スケジューリング部は、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局の補助キャリアに対応する移動局の数が所定閾値よりも多いと判定した場合、
該スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移動局の主キャリ
アのみにおいてスケジューリング処理を行うように構成されており、
　前記スケジューリング部は、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局の補助キャリアに対応する移動局の数が前記所定閾値よりも少ないと判定した
場合、該スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移動局の主
キャリアにおいてスケジューリング処理を行った後、該スケジューリング対象の移動局の
補助キャリアにおいてスケジューリング処理を行うように構成されていることを特徴とす
る無線基地局。
【請求項３】
　移動局との間で、異なる搬送周波数の主キャリア及び補助キャリアを用いて通信するこ
とができるように構成されている無線基地局であって、
　各キャリアに対応する移動局の数を管理するように構成されている管理部と、
　前記移動局の数に基づいて、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移動局の主キャリア及び補助キャリアの
少なくとも一方においてスケジューリング処理を行うように構成されているスケジューリ
ング部とを具備し、
　前記スケジューリング部は、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局の主キャリア及び補助キャリアに対応する移動局の数が所定閾値よりも多いと
判定した場合、該スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移
動局の主キャリアのみにおいてスケジューリング処理を行うように構成されており、
　前記スケジューリング部は、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対
象の移動局の主キャリア及び補助キャリアに対応する移動局の数が前記所定閾値よりも少
ないと判定した場合、該スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対
象の移動局の主キャリア及び補助キャリアを１つのキャリアとみなしてスケジューリング
処理を行うように構成されていることを特徴とする無線基地局。
【請求項４】
　前記各キャリアに対応する移動局の数は、各キャリアにおいてＲＲＣコネクションが設
定されている移動局の数、各キャリアにおけるスケジューリング対象候補の移動局の数、
各キャリアにおいて送信バッファ内にデータが蓄積されている移動局の数、各キャリアに
おいてアクティブ状態である移動局の数、又は、各キャリアにおいてｎｏｎ-ＤＲＸ状態
の移動局の数であることを特徴とする請求項１に記載の無線基地局。
【請求項５】
　前記スケジューリング部は、非混雑時に、各移動局に対して、前記通信を行うように設
定することを特徴とする請求項１に記載の無線基地局。
【請求項６】
　無線基地局と移動局との間で、異なる搬送周波数の主キャリア及び補助キャリアを用い
て通信する移動通信方法であって、
　前記無線基地局が、各キャリアに対応する移動局の数に基づいて、前記通信を行うよう
に設定されているスケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移
動局の主キャリア及び補助キャリアの少なくとも一方においてスケジューリング処理を行
う工程を有し、
　前記工程において、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対象の移動
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局の主キャリア及び補助キャリアに対応する移動局の数が所定閾値よりも多いと判定した
場合、該スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移動局の主
キャリアのみにおいてスケジューリング処理を行い、
　前記工程において、前記通信を行うように設定されているスケジューリング対象の移動
局の主キャリア及び補助キャリアに対応する移動局の数が前記所定閾値よりも少ないと判
定した場合、該スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移動
局の主キャリア及び補助キャリアの各々において別々にスケジューリング処理を行うこと
を特徴とする移動通信方法。
【請求項７】
　非混雑時には、各移動局に対して、前記通信を行うように設定することを特徴とする請
求項６に記載の移動通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動通信の技術分野に関連し、特に、次世代移動通信技術を用いる移動通信
システムにおける無線基地局及び移動通信方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　「ＷＣＤＭＡ（Ｗｉｄｅｂａｎｄ　Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘ
ｉｎｇ　Ａｃｃｅｓｓ、広帯域符号分割多重接続）方式」や、「ＨＳＤＰＡ（Ｈｉｇｈ-
Ｓｐｅｅｄ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｐｃｋｅｔ　Ａｃｃｅｓｓ、高速下りリンクパケットア
クセス）方式」や、「ＨＳＵＰＡ（Ｈｉｇｈ-Ｓｐｅｅｄ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｐｃｋｅｔ　
Ａｃｃｅｓｓ、高速上りリンクパケットアクセス）方式」等の後継となる通信方式、すな
わち、「ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）方式」が、ＷＣＤＭＡの標
準化団体３ＧＰＰで検討され、仕様化作業が進められている。
【０００３】
　ＬＴＥ方式での無線アクセス方式として、下りリンクについては「ＯＦＤＭＡ（Ｏｒｔ
ｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ　
Ａｃｃｅｓｓ、直交周波数分割多重接続）方式」が規定され、上りリンクについては「Ｓ
Ｃ-ＦＤＭＡ（Ｓｉｎｇｌｅ-Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　
Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ、シングルキャリア周波数分割多重接続）方式」が規定
されている（例えば、非特許文献１参照）。
【０００４】
　ＯＦＤＭＡ方式は、各周波数帯域（キャリア）を複数の狭周波数帯域（サブキャリア）
に分割し、各狭周波数帯域（サブキャリア）を用いて通信を行うように構成されている「
マルチキャリア伝送方式」である。ＯＦＤＭＡ方式によれば、各サブキャリアを周波数軸
上に直交させながら密に並べることで高速伝送を実現し、周波数の利用効率を上げること
が期待できる。
【０００５】
　ＳＣ-ＦＤＭＡ方式は、複数の移動局ＵＥ（ユーザ装置）の各々に対して異なる１つの
搬送周波数の周波数帯域（キャリア）を割り当て、かかるキャリアを用いて通信を行うよ
うに構成されている「シングルキャリア伝送方式」である。ＳＣ-ＦＤＭＡ方式によれば
、移動局ＵＥ同士の干渉の影響を簡易且つ効果的に低減することができることに加えて、
送信電力の変動を小さくできる。したがって、ＳＣ-ＦＤＭＡ方式は、移動局ＵＥの低消
費電力化及びカバレッジの拡大等の観点から好ましい。
【０００６】
　ＬＴＥ方式では、複数の移動局ＵＥは、上りリンク及び下りリンクの両方において、１
つ乃至２つ以上の物理チャネルを共有して通信を行うように構成されている。
【０００７】
　複数の移動局ＵＥで共有されるチャネルは、一般に「共有チャネル」と呼ばれ、ＬＴＥ
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方式において、かかる共有チャネルは、上りリンクにおいては「ＰＵＳＣＨ（Ｐｈｙｓｉ
ｃａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ、物理上りリンク共有チャネル）
と呼ばれ、下りリンクにおいては「ＰＤＳＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　
Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ、物理下りリンク共有チャネル）」と呼ばれる。
【０００８】
　また、かかる共有チャネルは、トランスポートチャネルとしては、上りリンクにおいて
は「ＵＬ-ＳＣＨ（Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｈａｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ、上りリンク共有チャ
ネル）」と呼ばれ、下りリンクにおいては「ＤＬ-ＳＣＨ（Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａｒ
ｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ、下りリンク共有チャネル）」と呼ばれる。
【０００９】
　そして、上述のような共有チャネルを用いた移動通信システムにおいては、サブフレー
ム（Ｓｕｂ-ｆｒａｍｅ）（ＬＴＥ方式では、１ｍｓ）ごとに、どの移動局ＵＥに対して
共有チャネルを割り当てるかについて選択し、選択された移動局ＵＥに対して共有チャネ
ルを割り当てることをシグナリングする必要がある。
【００１０】
　このシグナリングのために用いられる制御チャネルは、ＬＴＥ方式では、「ＰＤＣＣＨ
（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ、物理下りリ
ンク制御チャネル）」又は「ＤＬ　Ｌ１/Ｌ２　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ（Ｄｏ
ｗｎｌｉｎｋ　Ｌ１/Ｌ２　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ、下りリンクＬ１/Ｌ２制御
チャネル）」と呼ばれる。
【００１１】
　なお、上述したように、サブフレームごとに、どの移動局ＵＥに対して共有チャネルを
割り当てるかについて選択する処理のことを、一般に「スケジューリング」と呼ぶ。また
、上述した「共有チャネルを割り当てる」という表現は、「共有チャネルのための無線リ
ソースを割り当てる」と表現されてもよい。
【００１２】
　ＰＤＣＣＨで送信される情報には、例えば、「Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎ
ｇ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ（下りリンクスケジューリング情報）」や、「Ｕｐｌｉｎｋ
　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｇｒａｎｔ（上りリンクスケジューリンググラント）」等が含
まれる。
【００１３】
　「Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ」には、例えば
、下りリンクの共有チャネルに関する下りリンクのリソースブロック（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ
　Ｂｌｏｃｋ）の割り当て情報やＵＥ-ＩＤやストリームの数やプリコーディングベクト
ル（Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　Ｖｅｃｔｏｒ）に関する情報やデータサイズや変調方式やＨＡ
ＲＱ（ｈｙｂｒｉｄ　ａｕｔｏｍａｔｉｃ　ｒｅｐｅａｔ　ｒｅｑｕｅｓｔ）に関する情
報等が含まれる。
【００１４】
　また、「Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｇｒａｎｔ」には、例えば、上りリン
クの共有チャネルに関する上りリンクのリソースブロック（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｂｌｏｃ
ｋ）の割り当て情報やＵＥ-ＩＤやデータサイズや変調方式や上りリンクの送信電力情報
やＵｐｌｉｎｋ　ＭＩＭＯにおけるデモジュレーション　レファレンス　シグナル（Ｄｅ
ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）の情報等が含まれる。
【００１５】
　なお、上述した「Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｉｎｆｏｒａｍｔｉｏｎ
」や「Ｕｐｌｉｎｋ　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ　Ｇｒａｎｔ」は、まとめて、「ＤＣＩ（Ｄ
ｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ、下りリンク制御情報）」と
呼ばれてもよい。
【００１６】
　ところで、ＬＴＥ方式の後継の通信方式として、ＬＴＥ-ａｄｖａｎｃｅｄ方式が、３
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ＧＰＰで検討されている。ＬＴＥ-ａｄｖａｎｃｅｄ方式の要求条件は、非特許文献２に
まとめられている。
【００１７】
　ＬＴＥ-Ａｄｖａｎｃｅｄ方式では、その要求条件として、「ＣＡ（Ｃａｒｒｉｅｒ　
Ａｇｇａｒｅｇａｔｉｏｎ）」を行うことが合意されている。「ＣＡ」は、移動局ＵＥと
無線基地局との間で、異なる搬送周波数の複数のキャリアである「ＣＣ（Ｃｏｍｐｏｎｅ
ｎｔ　Ｃａｒｒｉｅｒ、コンポーネントキャリア）」を用いて同時に通信を行う技術であ
る。
【００１８】
　例えば、上りリンクにおいて「ＣＡ」を行うように設定されている場合、移動局ＵＥは
、複数の「ＣＣ」を用いて上りリンクの信号を送信し、無線基地局ｅＮＢは、かかる「Ｃ
Ｃ」を用いて上りリンクの信号を受信できるように構成されている。
【００１９】
　或いは、例えば、下りリンクにおいて「ＣＡ」を行うように設定されている場合、無線
基地局ｅＮＢは、複数の「ＣＣ」を用いて下りリンクの信号を送信し、移動局ＵＥは、か
かる複数の「ＣＣ」を用いて下りリンクの信号を受信できるように構成されている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００２０】
【非特許文献１】３ＧＰＰ　ＴＳ３６.２１１（Ｖ８.３.０）、「Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｃ
ｈａｎｎｅｌｓ　ａｎｄ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ」、２００８年５月
【非特許文献２】３ＧＰＰ　ＴＳ３６.９１３（Ｖ８.０.１）、「Ｒｅｑｕｉｒｅｍｅｎ
ｔ　ｆｏｒ　ｆｕｒｔｈｅｒ　ａｄｖａｎｃｅｍｅｎｔｓ　ｆｏｒ　Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕ
ｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ（Ｅ-ＵＴＲＡ
）（ＬＴＥ-Ａｄｖａｎｃｅｄ）」
【非特許文献３】３ＧＰＰ　ＴＳ３６.１０１（Ｖ８.２.０）、「Ｅ-ＵＴＲＡ　ＵＥ　ｒ
ａｄｉｏ　ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ａｎｄ　ｒｅｃｅｐｔｉｏｎ」
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２１】
　しかしながら、上述したＬＴＥ-Ａｄｖａｎｃｅｄ方式では、「ＣＡ」を行うように設
定されている場合、無線基地局ｅＮＢが、どのようにスケジューリング処理を行うべきか
について規定されていないという問題点があった。
【００２２】
　そこで、本発明は、上述の課題に鑑みてなされたものであり、「ＣＡ」を行うように設
定されている場合に、効率的にスケジューリング処理を行うことができる無線基地局及び
移動通信方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　本発明の第１の特徴は、移動局との間で、異なる搬送周波数の主キャリア及び補助キャ
リアを用いて通信することができるように構成されている無線基地局であって、各キャリ
アに対応する移動局の数を管理するように構成されている管理部と、前記移動局の数に基
づいて、スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジューリング対象の移動局の主
キャリア及び補助キャリアの少なくとも一方においてスケジューリング処理を行うように
構成されているスケジューリング部とを具備することを要旨とする。
【００２４】
　本発明の第１の特徴は、無線基地局と移動局との間で、異なる搬送周波数の主キャリア
及び補助キャリアを用いて通信する移動通信方法であって、前記無線基地局が、各キャリ
アに対応する移動局の数に基づいて、スケジューリング対象の移動局に対して、該スケジ
ューリング対象の移動局の主キャリア及び補助キャリアの少なくとも一方においてスケジ
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ューリング処理を行う工程を有することを要旨とする。
【発明の効果】
【００２５】
　以上説明したように、本発明によれば、「ＣＡ」を行うように設定されている場合に、
効率的にスケジューリング処理を行うことができる無線基地局及び移動通信方法を提供す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る移動通信システムの全体構成図である。
【図２】本発明の第１の実施形態に係る無線基地局の機能ブロック図である。
【図３】本発明の第１の実施形態に係る無線基地局によるスケジューリング方法について
説明するための図である。
【図４】本発明の第１の実施形態に係る無線基地局によるスケジューリング方法について
説明するための図である。
【図５】本発明の第１の実施形態に係る無線基地局によるスケジューリング方法について
説明するための図である。
【図６】本発明の第１の実施形態に係る移動局の機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　（本発明の第１の実施形態に係る移動通信システム）
　以下、本発明の第１の実施形態に係る移動通信システムについて、図面を参照しつつ説
明する。本実施形態を説明するための全図において、同一機能を有するものは同一符号を
用い、繰り返しの説明は省略する。
【００２８】
　図１乃至図６を参照しながら、本実施形態に係る移動通信システムについて説明する。
図１に示すように、本実施形態に係る移動通信システムは、無線基地局ｅＮＢと、無線基
地局ｅＮＢと通信することができる移動局ＵＥとを具備する。
【００２９】
　本実施形態に係る移動通信システムには、例えば、ＬＴＥ（別名：Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕ
ＴＲＡ　ａｎｄ　ＵＴＲＡＮ、或いは、Ｓｕｐｅｒ　３Ｇ）方式、或いは、ＬＴＥ-Ａｄ
ｖａｎｃｅｄ方式が適用されている。
【００３０】
　また、本実施形態に係る移動通信システムでは、無線アクセス方式として、下りリンク
については「ＯＦＤＭＡ方式」が適用され、上りリンクについては「ＳＣ-ＦＤＭＡ方式
」が適用される。
【００３１】
　なお、本実施形態に係る移動通信システムでは、上述した「ＣＡ」を行うように設定す
ることができるように構成されている。具体的には、本実施形態に係る移動通信システム
では、「ＣＡ」を行うように設定されている場合に、上りリンク及び下りリンクにおいて
、複数の「ＣＣ」を用いた通信が行うことができるように構成されている。
【００３２】
　ここで、「ＣＣ」は、ＬＴＥ方式における１つのシステムキャリアに相当する。すなわ
ち、ＬＴＥ方式では、１つの「ＣＣ」を用いて通信が行われていたが、ＬＴＥ-Ａｄｖａ
ｎｃｅｄ方式では、複数の「ＣＣ」を用いて通信が行われてもよい。
【００３３】
　以下、ＬＴＥ方式及びＬＴＥ-Ａｄｖａｎｃｅｄ方式で用いられるチャネルについて説
明する。
【００３４】
　下りリンクでは、各移動局ＵＥで共有されるＰＤＳＣＨ及びＰＤＣＣＨが用いられる。
ここで、ＰＤＳＣＨにより、下りリンクのユーザデータ、すなわち、下りリンクの通常の
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データ信号が伝送される。
【００３５】
　なお、データ信号には、ベストエフォート型のパケットデータや、ストリーミング型の
パケットデータや、制御信号や、ＶｏＩＰ（Ｖｏｉｃｅ　ｏｖｅｒ　ＩＯ）等による音声
信号等が含まれていてもよい。
【００３６】
　ベストエフォート型のパケットデータには、メールの送受信のためのパケットデータや
Ｗｅｂブラウジングのためのパケットデータ等が含まれる。
【００３７】
　また、制御信号は、例えば、ＲＲＣメッセージであり、論理チャネルである「ＤＣＣＨ
（Ｄｅｄｉｃａｔｅｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）」にマッピングされて送信さ
れてもよい。
【００３８】
　また、ＰＤＣＣＨにより、ＰＤＳＣＨを用いて通信を行う移動局ＵＥのＩＤや、下りリ
ンクのユーザデータのトランスポートフォーマットに係る情報（すなわち、下りスケジュ
ーリング情報）や、ＰＵＳＣＨを用いて通信を行う移動局ＵＥのＩＤや、上りリンクのユ
ーザデータのトランスポートフォーマットに係る情報（すなわち、上りスケジューリング
グラント）等が通知される。
【００３９】
　ここで、ＰＤＣＣＨは、「下りＬ１/Ｌ２制御チャネル（Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｌ１/Ｌ２
　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）」と呼ばれてもよい。
【００４０】
　上りリンクでは、各移動局ＵＥで共有されるＰＵＳＣＨ及びＰＵＣＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃ
ａｌ　Ｕｐｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ、物理上りリンク制御共有チャネ
ル）が用いられる。
【００４１】
　図２に示すように、無線基地局ｅＮＢは、管理部１１と、スケジューリング部１２と、
受信部１３と、送信部１４とを具備している。
【００４２】
　管理部１１は、各キャリア（各ＣＣ）に対応する移動局ＵＥの数を管理するように構成
されている。
【００４３】
　例えば、管理部１１は、各キャリアに対応する移動局ＵＥの数として、各キャリアにお
いてＲＲＣコネクションが設定されている移動局ＵＥの数（すなわち、「ＲＲＣ　ｃｏｎ
ｎｅｃｔｅｄ　ＵＥ数」）、各キャリアにおけるスケジューリング対象候補の移動局ＵＥ
の数、各キャリアにおいて送信バッファ内に上りリンクのユーザデータが蓄積されている
移動局ＵＥの数、各キャリアにおいてアクティブ状態である移動局ＵＥの数、又は、各キ
ャリアにおいてｎｏｎ-ＤＲＸ（ｎｏｎ-Ｄｉｓｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　Ｒｅｃｅｐｉｔｏ
ｎ）状態の移動局ＵＥの数であってもよい。
【００４４】
　「ＣＡ」を行うように設定されていない場合に、スケジューリング部１２は、スケジュ
ーリング対象の移動局ＵＥに対して、かかる移動局ＵＥの主キャリア（メインキャリア）
においてスケジューリング処理を行うように構成されている。
【００４５】
　一方、「ＣＡ」を行うように設定されている場合には、スケジューリング部１２は、管
理部１１によって管理されている各キャリアに対応する移動局ＵＥの数に基づいて、スケ
ジューリング対象の移動局ＵＥに対して、かかる移動局ＵＥの主キャリア（メインキャリ
ア）及び補助キャリアの少なくとも一方においてスケジューリング処理を行うように構成
されている。
【００４６】
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　ここで、主キャリアは、いわゆる「アンカーキャリア（Ａｎｃｈｏｒ　Ｃａｒｒｉｅｒ
）」であり、補助キャリアは、かかるアンカーキャリア以外のキャリア（ＣＣ）である。
【００４７】
　なお、アンカーキャリアは、複数の「ＣＣ」のうち、ＰＤＣＣＨ信号が送信されるキャ
リアと定義されていてもよいし、ＰＨＩＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　ＨＡＲＱ　Ｉｎｄｉｃ
ａｔｏｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ）信号が送信されるキャリアと定義されていてもよいし、「Ｓ
ｅｍｉ-ｐｅｒｓｉｓｔｅｎｔ　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ」が適用されておりＰＤＳＣＨ信
号が送信されるキャリアと定義されていてもよいし、「Ｓｅｍｉ-ｐｅｒｓｉｓｔｅｎｔ
　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ」が適用されておりＰＵＳＣＨ信号に対するＰＨＩＣＨ信号が送
信されるキャリアと定義されていてもよいし、ページング信号が送信されるキャリアと定
義されていてもよいし、ＤＣＣＨ信号が送信されるキャリアと定義されていてもよいし、
測定（Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ）が行われるキャリアと定義されていてもよい。或いは、
アンカーキャリアの定義は、上述した定義の組み合わせにより定義されていてもよい。
【００４８】
　例えば、スケジューリング部１２は、図３（ａ）に示すように、スケジューリング対象
の移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）に対
応する移動局ＵＥの数が所定閾値よりも多いと判定した場合（すなわち、混雑時）、移動
局ＵＥ＃Ａに対して、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）のみにおいてスケジ
ューリング処理を行うように構成されていてもよい。
【００４９】
　一方、スケジューリング部１２は、図３（ｂ）に示すように、スケジューリング対象の
移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）に対応
する移動局ＵＥの数が所定閾値よりも少ないと判定した場合（すなわち、非混雑時）、移
動局＃Ａに対して、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キ
ャリア＃２）の各々において別々にスケジューリング処理を行うように構成されていても
よい。
【００５０】
　或いは、スケジューリング部１２は、図４（ａ）に示すように、スケジューリング対象
の移動局ＵＥ＃Ａの補助キャリア（キャリア＃２）に対応する移動局ＵＥの数が所定閾値
よりも多いと判定した場合（すなわち、混雑時）、移動局＃Ａに対して、移動局＃Ａの主
キャリア（キャリア＃１）のみにおいてスケジューリング処理を行うように構成されてい
てもよい。
【００５１】
　一方、スケジューリング部１２は、図４（ｂ）に示すように、スケジューリング対象の
移動局ＵＥ＃Ａの補助キャリア（キャリア＃２）に対応する移動局ＵＥの数が所定閾値よ
りも少ないと判定した場合（すなわち、非混雑時）、移動局ＵＥ＃Ａに対して、移動局Ｕ
Ｅ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）においてスケジューリング処理を行った後、移動局
ＵＥ＃Ａの補助キャリア（キャリア＃２）においてスケジューリング処理を行うように構
成されていてもよい。
【００５２】
　すなわち、かかる場合、スケジューリング部１２は、図４（ｂ）に示すように、移動局
ＵＥ＃Ｄによって、キャリア＃２におけるリソース（ＲＢ）が全て使用されていない場合
に、移動局ＵＥ＃Ａに対して、キャリア＃１におけるリソース（ＲＢ）に加えて、キャリ
ア＃２における余りのリソース（ＲＢ）を割り当てることができる。
【００５３】
　ここで、スケジューリング部１２は、各移動局ＵＥの補助キャリアにおけるスケジュー
リング処理において、優先度が高い移動局ＵＥに対して、かかる補助キャリアにおける全
てのリソースを割り当てるように構成されていてもよいし、複数の移動局ＵＥに対して、
かかる補助キャリアにおけるリソースを均等に割り当てるように構成されていてもよい。
【００５４】
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　さらに、スケジューリング部１２は、図５（ａ）に示すように、スケジューリング対象
の移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）に対
応する移動局ＵＥの数が所定閾値よりも多いと判定した場合（すなわち、混雑時）、移動
局ＵＥ＃Ａに対して、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）のみにおいてスケジ
ューリング処理を行うように構成されていてもよい。
【００５５】
　一方、スケジューリング部１２は、図５（ｂ）に示すように、スケジューリング対象の
移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）に対応
する移動局ＵＥの数が所定閾値よりも少ないと判定した場合（すなわち、非混雑時）、移
動局ＵＥ＃Ａに対して、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア
（キャリア＃２）を１つのキャリアとみなしてスケジューリング処理を行うように構成さ
れていてもよい。
【００５６】
　すなわち、かかる場合、スケジューリング部１２は、図５（ｂ）に示すように、キャリ
ア＃１及びキャリア＃２の一方におけるスケジューリング処理を停止し、他方におけるス
ケジューリング処理のみを行うように構成されている。
【００５７】
　かかる場合、スケジューリング部１２は、キャリア＃１におけるリソース（ＲＢ）及び
キャリア＃２におけるリソース（ＲＢ）を、１つのキャリアにおけるリソース（ＲＢ）と
みなしてスケジューリング処理を行うように構成されている。
【００５８】
　なお、スケジューリング部１２は、非混雑時であっても、無線基地局ｅＮＢと移動局Ｕ
Ｅとの間の上りリンクにおける伝搬状況が悪い場合（例えば、パスロスが大きい）には、
上りリンクにおける「ＣＡ」を行わないように構成されていてもよい。
【００５９】
　受信部１３は、移動局ＵＥによって送信されたＰＵＳＣＨ信号やＰＵＣＣＨ信号等を受
信するように構成されている。
【００６０】
　ここで、「ＣＡ」を行うように設定されており、スケジューリング処理によって複数の
「ＣＣ」における割り当てがあった場合、受信部１３は、移動局ＵＥによって複数の「Ｃ
Ｃ」を用いて送信された信号を受信するように構成されている。
【００６１】
　一方、「ＣＡ」を行うように設定されていない場合、或いは、「ＣＡ」を行うように設
定されているが、スケジューリング処理によって１つの「ＣＣ」における割り当てのみが
あった場合、受信部１３は、移動局ＵＥによって１つの「ＣＣ」を用いて送信された信号
を受信するように構成されている。
【００６２】
　送信部１４は、移動局ＵＥに対して、ＰＤＳＣＨ信号やＰＤＣＣＨ信号やＰＨＩＣＨ信
号等を送信するように構成されている。
【００６３】
　ここで、「ＣＡ」を行うように設定されており、スケジューリング処理によって複数の
「ＣＣ」における割り当てがあった場合、送信部１４は、移動局ＵＥに対して複数の「Ｃ
Ｃ」を用いて信号を送信するように構成されている。
【００６４】
　一方、「ＣＡ」を行うように設定されていない場合、或いは、「ＣＡ」を行うように設
定されているが、スケジューリング処理によって１つの「ＣＣ」における割り当てのみが
あった場合、送信部１４は、移動局ＵＥに対して１つの「ＣＣ」を用いて信号を送信する
ように構成されている。
【００６５】
　図６に示すように、移動局ＵＥは、制御部２１と、測定部２２と、送信部２３と、受信
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部２４とを具備している。
【００６６】
　制御部２１は、移動局ＵＥにおいて「ＣＡ」を行うように設定するか否かについて制御
するように構成されている。
【００６７】
　例えば、制御部２１は、ネットワーク、例えば、無線基地局ｅＮＢや交換局ＭＭＥ（Ｍ
ｏｂｉｌｉｔｙ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ）等からの指示に応じて、移動局
ＵＥにおいて「ＣＡ」を行うか否かについて決定するように構成されていてもよい。
【００６８】
　なお、制御部２１は、ネットワークによって「ＣＡ」の設定を行うように指示された場
合であっても、無線基地局ｅＮＢと移動局ＵＥとの間の上りリンクにおける伝搬状況（例
えば、パスロス）に応じて、上りリンクにおける「ＣＡ」の設定を行うか否かを制御する
ように構成されていてもよい。
【００６９】
　測定部２２は、通信中のセル及び周辺セルにおけるキャリアの無線品質を測定するよう
に構成されている。
【００７０】
　例えば、測定部２２は、制御部２１によって「ＣＡ」を行うように設定しないと決定さ
れている場合であっても、複数のキャリア（主キャリア及び補助キャリア）の無線品質を
測定するように構成されていてもよい。
【００７１】
　また、測定部２２は、送信部２３に対して、測定部２２によって測定された測定結果を
含む測定報告（Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　Ｒｅｐｏｒｔ）を無線基地局ｅＮＢに送信する
ように指示するように構成されていてもよい。
【００７２】
　送信部２３は、無線基地局ｅＮＢに対してＰＵＳＣＨ信号やＰＵＣＣＨ信号等を送信す
るように構成されている。
【００７３】
　ここで、「ＣＡ」を行うように設定されており、スケジューリング処理によって複数の
「ＣＣ」における割り当てがあった場合、送信部２３は、無線基地局ｅＮＢに対して複数
の「ＣＣ」を用いて信号を送信するように構成されている。
【００７４】
　一方、「ＣＡ」を行うように設定されていない場合、或いは、「ＣＡ」を行うように設
定されているが、スケジューリング処理によって１つの「ＣＣ」における割り当てのみが
あった場合、送信部２３は、無線基地局ｅＮＢに対して１つの「ＣＣ」を用いて信号を送
信するように構成されている。
【００７５】
　受信部２４は、無線基地局ｅＮＢによって送信されたＰＤＳＣＨ信号やＰＤＣＣＨ信号
やＰＨＩＣＨ信号等を受信するように構成されている。
【００７６】
　ここで、「ＣＡ」を行うように設定されており、スケジューリング処理によって複数の
「ＣＣ」における割り当てがあった場合、受信部２４は、無線基地局ｅＮＢによって複数
の「ＣＣ」を用いて送信された信号を受信するように構成されている。
【００７７】
　一方、「ＣＡ」を行うように設定されていない場合、或いは、「ＣＡ」を行うように設
定されているが、スケジューリング処理によって１つの「ＣＣ」における割り当てのみが
あった場合、受信部２４は、無線基地局ｅＮＢによって１つの「ＣＣ」を用いて送信され
た信号を受信するように構成されている。
【００７８】
　本実施形態に係る移動通信システムによれば、非混雑時には、無線基地局ｅＮＢにおけ
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る処理負荷が少ないため、スケジューリング対象の移動局ＵＥの主キャリア及び補助キャ
リアの両方においてスケジューリング処理を行うことによって、複雑な構成を用いること
なく、スケジューリング対象の移動局ＵＥにおけるピークスループットの高速化を実現す
ることができる。
【００７９】
　本実施形態に係る移動通信システムによれば、混雑時には、「ＣＡ」の設定を行わない
ことによって、無線基地局ｅＮＢにおける処理負荷を軽減することができる。
【００８０】
　本実施形態に係る移動通信システムによれば、主キャリアにおいてのみスケジューリン
グ処理を行うことによって、移動局ＵＥ内の送信バッファ内に蓄積されているデータにつ
いて、主キャリアと補助キャリアとで別々に管理する必要がなくなる。
【００８１】
　以上に述べた本実施形態の特徴は、以下のように表現されていてもよい。
【００８２】
　本実施形態の第１の特徴は、移動局ＵＥとの間で、異なる搬送周波数の主キャリア及び
補助キャリアを用いて通信すること（「ＣＡ」を行うこと）ができるように構成されてい
る無線基地局ｅＮＢであって、各キャリアに対応する移動局ＵＥの数を管理するように構
成されている管理部１１と、各キャリアに対応する移動局ＵＥの数に基づいて、スケジュ
ーリング対象の移動局ＵＥ＃Ａに対して、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）
及び補助キャリア（キャリア＃２）の少なくとも一方においてスケジューリング処理を行
うように構成されているスケジューリング部１２とを具備することを要旨とする。
【００８３】
　本実施形態の第１の特徴において、スケジューリング部１２は、「ＣＡ」を行うように
設定されている移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリ
ア＃２）に対応する移動局ＵＥの数が所定閾値よりも多いと判定した場合、移動局ＵＥ＃
Ａに対して、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）のみにおいてスケジューリン
グ処理を行うように構成されており、スケジューリング部１２は、スケジューリング処理
による移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）
に対応する移動局ＵＥの数が所定閾値よりも少ないと判定した場合、移動局＃Ａに対して
、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）の各
々において別々にスケジューリング処理を行うように構成されていてもよい。
【００８４】
　本実施形態の第１の特徴において、スケジューリング部１２は、スケジューリング処理
による移動局ＵＥ＃Ａの補助キャリア（キャリア＃２）に対応する移動局ＵＥの数が所定
閾値よりも多いと判定した場合、移動局＃Ａに対して、移動局＃Ａの主キャリア（キャリ
ア＃１）のみにおいてスケジューリング処理を行うように構成されており、スケジューリ
ング部１２は、スケジューリング処理による移動局ＵＥ＃Ａの補助キャリア（キャリア＃
２）に対応する移動局ＵＥの数が所定閾値よりも少ないと判定した場合、移動局ＵＥ＃Ａ
に対して、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）においてスケジューリング処理
を行った後、移動局ＵＥ＃Ａの補助キャリア（キャリア＃２）においてスケジューリング
処理を行うように構成されていてもよい。
【００８５】
　本実施形態の第１の特徴において、スケジューリング部１２は、スケジューリング処理
による移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）
に対応する移動局ＵＥの数が所定閾値よりも多いと判定した場合、移動局ＵＥ＃Ａに対し
て、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）のみにおいてスケジューリング処理を
行うように構成されており、スケジューリング部１２は、スケジューリング処理による移
動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）に対応す
る移動局ＵＥの数が所定閾値よりも少ないと判定した場合、移動局ＵＥ＃Ａに対して、移
動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）を１つの
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キャリアとみなしてスケジューリング処理を行うように構成されていてもよい。
【００８６】
　本実施形態の第１の特徴において、各キャリアに対応する移動局ＵＥの数は、各キャリ
アにおいてＲＲＣコネクションが設定されている移動局ＵＥの数、各キャリアにおけるス
ケジューリング対象候補の移動局ＵＥの数、各キャリアにおいて送信バッファ内にデータ
が蓄積されている移動局ＵＥの数、各キャリアにおいてアクティブ状態である移動局ＵＥ
の数、又は、各キャリアにおいてｎｏｎ-ＤＲＸ状態の移動局ＵＥの数であってもよい。
【００８７】
　本実施形態の第１の特徴において、スケジューリング部１２は、非混雑時に、各移動局
ＵＥに対して、「ＣＡ」を行うように設定してもよい。
【００８８】
　本実施形態の第２の特徴は、無線基地局ｅＮＢと移動局ＵＥとの間で、異なる搬送周波
数の主キャリア及び補助キャリアを用いて通信する移動通信方法であって、無線基地局ｅ
ＮＢが、各キャリアに対応する移動局ＵＥの数に基づいて、スケジューリング処理による
スケジューリング対象の移動局ＵＥ＃Ａに対して、移動局ＵＥ＃Ａの主キャリア（キャリ
ア＃１）及び補助キャリア（キャリア＃２）の少なくとも一方においてスケジューリング
処理を行う工程を有することを要旨とする。
【００８９】
　本実施形態の第２の特徴において、非混雑時に、各移動局ＵＥに対して、「ＣＡ」を行
うように設定してもよい。
【００９０】
　なお、上述の移動局ＵＥ及び無線基地局ｅＮＢの動作は、ハードウェアによって実施さ
れてもよいし、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジュールによって実施され
てもよいし、両者の組み合わせによって実施されてもよい。
【００９１】
　ソフトウェアモジュールは、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）や
、フラッシュメモリや、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）や、ＥＰＲＯＭ（
Ｅｒａｓａｂｌｅ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ）や、ＥＥＰＲＯＭ（Ｅｌｅｃｔ
ｒｏｎｉｃａｌｌｙ　Ｅｒａｓａｂｌｅ　ａｎｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ）
や、レジスタや、ハードディスクや、リムーバブルディスクや、ＣＤ-ＲＯＭといった任
意形式の記憶媒体内に設けられていてもよい。
【００９２】
　かかる記憶媒体は、プロセッサが当該記憶媒体に情報を読み書きできるように、当該プ
ロセッサに接続されている。また、かかる記憶媒体は、プロセッサに集積されていてもよ
い。また、かかる記憶媒体及びプロセッサは、ＡＳＩＣ内に設けられていてもよい。かか
るＡＳＩＣは、移動局ＵＥ及び無線基地局ｅＮＢ内に設けられていてもよい。また、かか
る記憶媒体及びプロセッサは、ディスクリートコンポーネントとして移動局ＵＥ及び無線
基地局ｅＮＢ内に設けられていてもよい。
【００９３】
　以上、上述の実施形態を用いて本発明について詳細に説明したが、当業者にとっては、
本発明が本明細書中に説明した実施形態に限定されるものではないということは明らかで
ある。本発明は、特許請求の範囲の記載により定まる本発明の趣旨及び範囲を逸脱するこ
となく修正及び変更態様として実施することができる。従って、本明細書の記載は、例示
説明を目的とするものであり、本発明に対して何ら制限的な意味を有するものではない。
従って、本明細書の記載は、例示説明を目的とするものであり、本発明に対して何ら制限
的な意味を有するものではない。
【符号の説明】
【００９４】
ｅＮＢ…無線基地局
ＵＥ…移動局
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１１…管理部
１２…スケジューリング部
１３、２４…受信部
１４、２３…送信部
２１…制御部
２２…測定部
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